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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第62期第３四半期連結累計期間及び第62期第３四

半期連結会計期間は、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失であるため、記載しておりませ

ん。 

  

回次 
第62期

第３四半期連結
累計期間 

第62期
第３四半期連結

会計期間 
第61期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円）       157,166       49,740  245,289

経常利益又は経常損失（百万円）       △282       △1,165  2,956

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（百万円） 
      △973       △1,342  889

純資産額（百万円） －       35,866  38,046

総資産額（百万円） －       108,341  117,338

１株当たり純資産額（円） －      1,258.07  1,339.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期（当期）純損失金

額（円） 

     △37.24       △51.36  33.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  33.35

自己資本比率（％） －     30.4  29.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
      186 －  13,643

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
      △88 －  △314

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
      1,376 －  △13,261

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－       7,708  6,551

従業員数（人） －      1,399  1,349
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

  （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に

当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

（2）提出会社の状況 

  （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー及び人材会社からの派遣社員を含む。）は、（ ）内に当第３四半期会計期間の平均

人員を外数で記載しております。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,399  (194)

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 818  (124)
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第２【事業の状況】 

１【仕入、受注及び販売の状況】 

（1）仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の仕入実績及び総仕入実績に対する割合は、次のとおりで

あります。 

 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

デバイス事業（百万円）  36,911

システム事業（百万円）  8,034

合計（百万円）  44,946

相手先 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％）

日本テキサス・インスツルメンツ株式会社  8,376  18.6

BROADCOM ASIA DISTRIBUTION PTE LTD.  5,877  13.1

日本サムスン株式会社  4,876  10.8

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 受注残高（百万円）

デバイス事業  38,769  17,042

システム事業  8,331  15,324

合計  47,100  32,366

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

デバイス事業（百万円）  41,678

システム事業（百万円）  8,061

合計（百万円）  49,740
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

（１）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日～平成20年12月31日）におけるわが国の経済は、米国発の

金融危機により円高・株安が進行するとともに、その影響が実体経済に急速に波及し、輸出・生産が大幅に減

少、設備投資も低調で個人消費も弱含むなど、景気は急激に悪化しました。また、世界の経済も、米国や欧州

地域での景気の後退に加え、アジアでも景気が減速し、厳しい情勢となりました。 

当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、消費低迷の影響を受けて薄型テレビやデジ

タルカメラの価格下落に拍車がかかり、携帯電話も買い替えサイクルの長期化で市場が縮小、カーエレクトロ

ニクス市場も自動車の生産調整により需要が低迷しました。半導体市場は、各種電子機器の需要の減退に加え

て、在庫圧縮の動きが顕著となり、市況が急激に悪化しました。 

こうした状況の下、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、半導体需要の減少によ

り49,740百万円となりました。  

営業損益は、売上の減少要因に加えて、急速な円高の進行に伴い売上原価に計上している在庫評価損が増

加したため、612百万円の営業損失となりました。 

経常損益は、為替差損481百万円を計上し、1,165百万円の経常損失となりました。 

四半期純損益は、保有株式の株価下落によって特別損失に投資有価証券評価損302百万円を計上し、1,342

百万円の四半期純損失となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①デバイス事業 

  デバイス事業は、携帯電話モジュール向けの半導体が増加したものの、ゲーム機向け半導体が大幅に減少

し、景気低迷の影響を受けて産業機器向けや携帯電話向け、OA機器向け等の半導体、電子部品の需要も減少し

ました。その結果、売上高は41,678百万円、営業利益は売上の減少及び在庫評価損の増加により、152百万円

となりました。 

②システム事業 

システム事業は、人工衛星搭載用部品などの航空宇宙機器の売上が増加したものの、医用機器や試験計測

機器が減少し、レーザ機器も低調なまま推移しました。その結果、売上高は8,061百万円、営業利益は128百万

円となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

日本は、航空宇宙機器や携帯電話モジュール向け半導体の売上が増加したものの、半導体及び電子部品の

全般的な需要減により、売上高は36,376百万円、営業利益は594百万円となりました。 

②アジア 

アジアは、OA機器向け半導体が堅調に推移したものの、ゲーム機向け半導体が減少し、売上高は13,364百

万円、営業損失は349百万円となりました。 

  

（２）財政状態の分析 

    当第３四半期末における総資産は、108,341百万円となり、前連結会計年度末比8,996百万円の減少となりま

した。その主な要因は、流動資産が前連結会計年度末に比べ9,366百万円減少（主として現金及び預金が1,156

百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が10,389百万円減少）したことによるものであります。 

    負債は前連結会計年度末に比べ6,817百万円減少し、72,475百万円となりました。主な要因は、流動負債が

前連結会計年度末に比べ7,210百万円減少（主として短期借入金が1,675百万円増加した一方で、支払手形及び

買掛金が9,783百万円減少）したことによるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末に比べ2,179百万円減少し、35,866百万円となりました。主な要因は、利益剰余

金が1,339百万円、評価・換算差額等が777百万円、少数株主持分が68百万円減少したことによるものでありま

す。 
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（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、7,708百万円とな

りました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動による資金の減少は1,739百万円となりました。これは、主に売上債権が4,126百万円減少した一方

で、仕入債務が5,531百万円減少したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は69百万円となりました。これは、投資不動産の賃貸による収入が55百万円あっ

た一方で、有形固定資産の取得による支出が58百万円、無形固定資産の取得による支出が62百万円あったこと

等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動による資金の増加は、1,426百万円となりました。これは、主に短期借入金の純増加額が1,613百万

円あったこと等によるものであります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。  
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成18年７月12日取締役会決議 

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  100,000,000

計  100,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  28,051,200  28,051,200
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数100株

計  28,051,200  28,051,200 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成20年12月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円）  4,000

新株予約権の数（個）  4,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  単元株式数 100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  2,265,005

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,766

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月14日 

至 平成23年７月15日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     

資本組入額     

1,766

883

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし。 

代用払込みに関する事項 

各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資す

るものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同

額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

  

2009/02/16 13:34:2108529839_第３四半期報告書_20090216133311



  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日 
 －  28,051,200  －  6,214  －  6,351

（５）【大株主の状況】 

     当第３四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者で

あるバークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ他１社から平成20年10月31日付の大量保有報告書

の写しの送付があり、平成20年10月27日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。  

  

  

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ株式会社 
東京都渋谷区広尾１丁目１番39号  株式  458,600  1.63

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ、エヌ・エイ 

米国カリフォルニア州サンフランシスコ市

フリーモント・ストリート45 
株式  567,300  2.02

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ・リミテッド  

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・コート

１  
株式  124,300  0.44
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 「自己株式等」には、旧商法第210条ノ２第２項(ストックオプション制度)並びに旧商法第210条の規定により

取得した自己株式がそれぞれ174,000株、941,100株含まれております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,914,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,107,800    261,078 － 

単元未満株式 普通株式      29,300 － － 

発行済株式総数  28,051,200 － － 

総株主の議決権 －      261,078 － 

  平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

丸文株式会社 
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１ 
 1,914,100  －  1,914,100  6.82

計 －  1,914,100  －  1,914,100  6.82

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  620  744  817  765  716  690  545  411  386

最低（円）  490  599  659  670  590  517  310  302  323

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、至誠監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,608 7,451

受取手形及び売掛金 51,147 61,536

有価証券 11 17

商品 30,539 30,978

仕掛品 70 25

繰延税金資産 945 1,875

その他 3,764 2,552

貸倒引当金 △63 △48

流動資産合計 95,024 104,390

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,341 4,492

減価償却累計額 △2,631 △2,674

建物及び構築物（純額） 1,710 1,817

機械装置及び運搬具 30 31

減価償却累計額 △28 △28

機械装置及び運搬具（純額） 2 3

工具、器具及び備品 2,245 2,215

減価償却累計額 △1,526 △1,388

工具、器具及び備品（純額） 719 827

土地 2,528 2,546

リース資産 7 －

減価償却累計額 △0 －

リース資産（純額） 6 －

建設仮勘定 6 0

有形固定資産合計 4,973 5,195

無形固定資産   

のれん 179 272

ソフトウエア 749 750

その他 73 69

無形固定資産合計 1,002 1,093

投資その他の資産   

投資有価証券 1,325 2,130

繰延税金資産 2,028 441

投資不動産 3,094 3,128

減価償却累計額 △1,854 △1,826

投資不動産（純額） 1,240 1,301

その他 2,747 2,786

投資その他の資産合計 7,341 6,659

固定資産合計 13,317 12,948

資産合計 108,341 117,338
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 24,950 34,734

短期借入金 36,594 34,919

未払法人税等 124 67

繰延税金負債 － 2

賞与引当金 489 936

その他 3,287 1,997

流動負債合計 65,447 72,658

固定負債   

社債 1,193 1,217

新株予約権付社債 4,000 4,000

繰延税金負債 － 5

退職給付引当金 1,003 620

役員退職慰労引当金 553 528

その他 276 261

固定負債合計 7,027 6,633

負債合計 72,475 79,292

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 22,585 23,924

自己株式 △1,629 △1,634

株主資本合計 33,523 34,857

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △44 173

繰延ヘッジ損益 △226 △43

為替換算調整勘定 △370 6

評価・換算差額等合計 △641 136

少数株主持分 2,984 3,052

純資産合計 35,866 38,046

負債純資産合計 108,341 117,338
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 157,166

売上原価 142,532

売上総利益 14,634

販売費及び一般管理費 ※  14,176

営業利益 458

営業外収益  

受取利息 26

受取配当金 33

持分法による投資利益 165

投資不動産賃貸料 164

雑収入 110

営業外収益合計 500

営業外費用  

支払利息 454

為替差損 560

雑損失 227

営業外費用合計 1,242

経常損失（△） △282

特別利益  

固定資産売却益 95

投資不動産売却益 7

特別利益合計 102

特別損失  

固定資産除売却損 4

投資有価証券評価損 462

投資不動産除却損 0

特別損失合計 466

税金等調整前四半期純損失（△） △646

法人税等 38

少数株主利益 288

四半期純損失（△） △973
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 49,740

売上原価 45,722

売上総利益 4,018

販売費及び一般管理費 ※  4,631

営業損失（△） △612

営業外収益  

受取利息 6

受取配当金 12

持分法による投資利益 48

投資不動産賃貸料 54

雑収入 32

営業外収益合計 154

営業外費用  

支払利息 151

為替差損 481

雑損失 73

営業外費用合計 707

経常損失（△） △1,165

特別損失  

固定資産除売却損 1

投資有価証券評価損 302

特別損失合計 304

税金等調整前四半期純損失（△） △1,469

法人税等 △290

少数株主利益 163

四半期純損失（△） △1,342
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △646

減価償却費 543

のれん償却額 81

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18

賞与引当金の増減額（△は減少） △446

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 24

退職給付引当金の増減額（△は減少） 372

受取利息及び受取配当金 △60

支払利息 454

為替差損益（△は益） 134

持分法による投資損益（△は益） △39

固定資産売却益 △95

投資不動産売却損益（△は益） △7

投資不動産賃貸料 △164

投資不動産除却損 0

投資有価証券評価損益（△は益） 462

固定資産除売却損 4

売上債権の増減額（△は増加） 9,617

たな卸資産の増減額（△は増加） 90

仕入債務の増減額（△は減少） △9,238

その他 △335

小計 768

利息及び配当金の受取額 59

利息の支払額 △353

法人税等の支払額 △561

法人税等の還付額 272

営業活動によるキャッシュ・フロー 186
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △184

有形固定資産の売却による収入 139

無形固定資産の取得による支出 △165

投資有価証券の取得による支出 △16

投資不動産の売却による収入 23

投資不動産の賃貸による収入 166

貸付金の回収による収入 2

その他 △54

投資活動によるキャッシュ・フロー △88

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 4,222

短期借入金の返済による支出 △2,384

社債の償還による支出 △24

自己株式の売却による収入 5

配当金の支払額 △343

少数株主への配当金の支払額 △98

その他 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,376

現金及び現金同等物に係る換算差額 △318

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,156

現金及び現金同等物の期首残高 6,551

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,708
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 会計処理基準に関する事項

の変更 

(１)「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月

17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行なっ

ております。 

 これによる損益へ与える影響はありません。 

  (２)リース取引に関する会計処理の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、「リース取引に関す

る会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度

委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年

４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期

連結財務諸表から適用することができることにな

ったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこ

れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有権移転

外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の

減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所

に記載しております。 
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【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

棚卸資産の評価方法 

  

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関

しては、実地棚卸を省略し、当第２四半期連結会

計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算出する方法によっております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

税金費用の計算   税金費用については、当第３四半期連結会計期

間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表

示しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日）  

第３四半期連結会計期間末日満期手形 

  第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、 

  手形交換日をもって決済処理しております。なお、当 

  第３四半期連結間会計期間の末日は金融機関の休日で 

  あったため、次の第３四半期連結会計期間末日満期手 

  形が第３四半期末残高に含まれております。  

   受取手形             百万円 

   支払手形            百万円  

125

1,048

  

────── 

偶発債務 

(1）保証債務 

  従業員の金融機関からの借入等に対する債務保証 

偶発債務 

保証債務 

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入等及び

従業員の金融機関からの借入等に対する債務保証 

従業員 百万円9 医療法人社団浅ノ川   百万円1

従業員   百万円10

計    百万円11

(2）手形信託譲渡高 百万円487 (2）手形信託譲渡高     百万円463

（四半期連結損益計算書関係） 

  

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

次のとおりであります。 

販売諸掛 百万円729

人件費 百万円7,074

貸倒引当金繰入額 百万円18

賞与引当金繰入額 百万円458

退職給付引当金繰入額 百万円785

役員退職慰労引当金繰入額 百万円44

旅費及び交通費 百万円761

業務委託費 百万円933

不動産賃借料 百万円818

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

次のとおりであります。 

販売諸掛 百万円203

人件費 百万円2,017

貸倒引当金繰入額  百万円8

賞与引当金繰入額 百万円458

退職給付引当金繰入額 百万円263

役員退職慰労引当金繰入額 百万円12

旅費及び交通費 百万円250

業務委託費 百万円312

不動産賃借料 百万円267
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 8,608

預入期間が３か月を超える定期預金 △900

現金及び現金同等物 7,708

（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至 

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

  
３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

       該当事項はありません。 

  

普通株式   千株 28,051

普通株式   千株 1,914

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  156  6  平成20年３月31日  平成20年６月30日 利益剰余金 

平成20年11月７日 

取締役会 
普通株式  209  8  平成20年９月30日  平成20年12月8日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

   

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）デバイス事業………汎用IC、メモリーIC、特定用途IC、カスタムIC、ディスクリート、電子・電気部品、

ネットワーク＆コンピュータ 

(2）システム事業………航空宇宙機器、試験計測機器、レーザ機器、科学機器、コンポーネント、医用機器 

３．会計処理の方法の変更 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 （リース取引に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（2）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を早期適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

  
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  41,678  8,061  49,740  －  49,740

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1  3  5  △5  －

計  41,680  8,065  49,746  △5  49,740

営業利益又は営業損失（△）  152  128  280  △893    △612

  
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  132,578  24,588  157,166  －  157,166

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1  13  15  △15  －

計  132,580  24,602  157,182  △15  157,166

営業利益  2,554  631  3,186  △2,727  458
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【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

   

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア   ………香港、シンガポール、タイ、フィリピン、台湾、中国、マレーシア 

(2）その他の地域………米国 

３．会計処理の方法の変更 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 （リース取引に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（2）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を早期適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  36,376  13,364  －  49,740  －  49,740

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,743  359  －  2,103  △2,103  －

計  38,120  13,724  －  51,844  △2,103  49,740

営業利益又は営業損失（△）  594  △349  △1  243  △856  △612

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  117,667  39,499  －  157,166  －  157,166

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 8,141  1,613  －  9,755  △9,755  －

計  125,809  41,112  －  166,921  △9,755  157,166

営業利益又は営業損失（△）  1,946  1,227  △3  3,169  △2,711  458
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当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア   ………香港、シンガポール、タイ、フィリピン、台湾、中国、マレーシア 

(2）その他の地域………米国、英国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

   前連結会計年度末（平成20年3月31日） 

（注）１．当第３四半期連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について302百万円減損処理を 

     行なっております。  

【海外売上高】 

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  15,342  42  15,384

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  49,740

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 30.8  0.1  30.9

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  44,094  130  44,225

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  157,166

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 28.1  0.1  28.1

（有価証券関係） 

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式          1,358  1,286  △71

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他  13  11  △2

合計                   1,371  1,298  △73

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式          1,811  2,091  280

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他  13  17  3

合計                   1,825  2,109  284
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   ２．時価のある有価証券の減損処理にあたっては次の基準によっております。 

    （1）時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

      「著しく下落した」と判断し、合理的な反証がない限り減損処理を行う。 

    (2) 時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合 

            下記基準のいずれかに該当する場合、「著しく下落した」と判断し合理的な反証がない限り減損処理を 

      行なう。 

     イ．過去２年間にわたり30％以上下落した状態にある場合 

     ロ．株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

     ハ．株式の発行会社が３期連続で損失を計上している場合 

    (3) 時価の取得原価に対する下落率が30％未満の場合 

            「著しく下落した」とは判断せず、減損処理は行わない。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前連結会計年度末（平成20年３月31日） 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

  

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

           該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引  5,422  5,277  △93

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引  2,325  2,234  △15

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

 該当事項はありません。 
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

 リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度

末に比べて著しい変動がありません。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,258.07円 １株当たり純資産額 1,339.15円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 円37.24 １株当たり四半期純損失金額 円51.36

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。 

  
当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

四半期純損失（百万円）  973  1,342

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（百万円）  973  1,342

期中平均株式数（千株）  26,135  26,137

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

－ － 

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 

  該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年２月１０日

丸文株式会社 

取締役会 御中 

至誠監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 住田 光生  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 森永 忠昭  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 吉村 智明  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社

の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１０月１

日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2009/02/16 13:34:2108529839_第３四半期報告書_20090216133311


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】 
	第１【企業の概況】 
	１【主要な経営指標等の推移】 
	２【事業の内容】 
	３【関係会社の状況】 
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】 
	１【仕入、受注及び販売の状況】 
	２【経営上の重要な契約等】 
	３【財政状態及び経営成績の分析】 

	第３【設備の状況】 
	第４【提出会社の状況】 
	１【株式等の状況】 
	（１）【株式の総数等】 
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【ライツプランの内容】 
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 
	（５）【大株主の状況】 
	（６）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】 
	３【役員の状況】 

	第５【経理の状況】 
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】 


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
	四半期レビュー報告書

	NextPage0_3-2009/02/16 13:39:274768939: - 1 -
	NextPage0_4-2009/02/16 13:39:279300334: - 2 -
	NextPage0_5-2009/02/16 13:39:279456589: - 3 -
	NextPage0_6-2009/02/16 13:39:279612844: - 4 -
	NextPage0_7-2009/02/16 13:39:279925354: - 5 -
	NextPage0_8-2009/02/16 13:39:280081609: - 6 -
	NextPage0_9-2009/02/16 13:39:280237864: - 7 -
	NextPage0_10-2009/02/16 13:39:280550374: - 8 -
	NextPage0_11-2009/02/16 13:39:280706629: - 9 -
	NextPage0_12-2009/02/16 13:39:280862884: - 10 -
	NextPage0_13-2009/02/16 13:39:281175394: - 11 -
	NextPage0_14-2009/02/16 13:39:281331649: - 12 -
	NextPage0_15-2009/02/16 13:39:281487904: - 13 -
	NextPage0_16-2009/02/16 13:39:281644159: - 14 -
	NextPage0_17-2009/02/16 13:39:281956669: - 15 -
	NextPage0_18-2009/02/16 13:39:282112924: - 16 -
	NextPage0_19-2009/02/16 13:39:282269179: - 17 -
	NextPage0_20-2009/02/16 13:39:282425434: - 18 -
	NextPage0_21-2009/02/16 13:39:282737944: - 19 -
	NextPage0_22-2009/02/16 13:39:282894199: - 20 -
	NextPage0_23-2009/02/16 13:39:283050454: - 21 -
	NextPage0_24-2009/02/16 13:39:283362964: - 22 -
	NextPage0_25-2009/02/16 13:39:283519219: - 23 -
	NextPage0_26-2009/02/16 13:39:283675474: - 24 -
	NextPage0_27-2009/02/16 13:39:283987984: - 25 -
	NextPage0_28-2009/02/16 13:39:284144239: - 26 -


